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0 7静 監 第 7 6 3号  

令和７年８月22日  

 静岡市長  難 波 喬 司 様 

 

静岡市監査委員 深 澤 俊 昭  

同    白 鳥 三和子  

同    堀       努  

同    石 井 孝 治  

 

令和６年度決算に基づく静岡市公営企業経営健全化審査意見の提出について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）第22条第１項の規定によ

り、審査に付された令和６年度決算に基づく静岡市公営企業の資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類を静岡市監査基準（令和２年静岡市監査委員告示第１号）に基づ

いて審査したので、次のとおり意見を提出します。 
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令和６年度決算に基づく静岡市公営企業経営健全化審査意見 

 

１ 審査の基準 
この審査は、静岡市監査基準に基づいて実施した。 

 

２ 審査の種類 
（１）審査の名称 

  令和６年度決算に基づく静岡市公営企業経営健全化審査 

（２）根拠法令 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22条第１項 
 

３ 審査の対象 
（１）法適用企業 

令和６年度 静岡市水道事業会計資金不足比率 

令和６年度 静岡市簡易水道事業会計資金不足比率 

令和６年度 静岡市病院事業会計資金不足比率 

令和６年度 静岡市下水道事業会計資金不足比率 

令和６年度 静岡市農業集落排水事業会計資金不足比率 

（２）法非適用企業 

   令和６年度 静岡市中央卸売市場事業会計資金不足比率 

 

上記比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

４ 審査の着眼点 
（１）法令等に照らし資金不足比率の算出過程に誤りがないか。 

（２）法令等に基づき適切な算定要素が資金不足比率の計算に用いられているか。 

（３）資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類等が適正に作成されている

か。 

 

５ 審査の主な実施内容 
資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類について、上記着眼点

に基づき審査した。 

    

６ 審査の実施場所及び日程 
（１）実施場所 

   監査委員事務局執務室 

（２）日程 

令和７年７月１日から令和７年８月 19日まで 
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７ 審査の結果 
  下記各事業会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法

令に適合し、かつ正確であるものと認められた。 
                           （単位：％） 

会  計  名 資金不足比率 経営健全化基準 
水 道 事 業 会 計 － 

20.0 

簡 易 水 道 事 業 会 計 － 
病 院 事 業 会 計 － 
下 水 道 事 業 会 計 － 
農業集落排水事業会計 － 
中央卸売市場事業会計 － 

  備考 資金不足比率の算定において、資金不足額がない場合は、「－」を記載した。 

 

  なお、審査の結果の詳細については後述する。 

 

（注）用語説明 

【法適 用企 業】 地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）の全部又は財務規定を適

用している事業であり、経理事務を企業会計方式で行っているもの。 

【法非適用企業】 地方財政法（昭和23年法律第109号）第６条に規定する政令で定める

公営企業のうち法適用企業以外のもの。経理事務は官庁会計方式により

行われている。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6



 

 

８ 各事業会計の資金不足比率の概要 
  資金不足比率とは、公営企業会計ごとにおける資金不足額の事業規模（料金収入の規

模）に対する比率であり、資金不足額は、法適用の公営企業においては流動負債の額か

ら流動資産の額を控除した額を基本として算定され、また、法非適用の公営企業におい

ては実質赤字額と事業規模で算定される。 

  資金不足比率の算定式は、次のとおりである。ただし、法適用の公営企業において決

算年度末日に建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高

がある場合は、当該地方債のうち流動負債として整理されているものの現在高を控除し

た金額（＝算入地方債）を分子に加える。また、流動負債－流動資産＋算入地方債の計

が正数となる場合は、決算年度末日における建設改良費等以外の経費の財源に充てるた

めに起こした地方債の現在高（＝解消可能資金不足額）を分子から控除する。なお、算

定式の流動負債、流動資産、歳出額及び歳入額は、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律などに基づき算出するものであり、各会計における決算数値とは必ずしも一致し

ない。 

※解消可能資金不足額は、流動負債－流動資産＋算入地方債の計が正数の場合のみ控除 

（１）法適用企業 
ア 水道事業会計資金不足比率 

水道事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 
                （単位：千円 比率：％ △印：負数又は減） 

区  分 令和６年度 令和５年度 比較増減 

資金 不足 額  A（a-b） △9,905,624 △9,603,637 △301,987 

流動負債   a 1,981,060 3,097,769 △1,116,709 

  流動資産   b 11,886,684 12,701,406 △814,722 

事 業 規 模  B 10,211,537 10,230,507 △18,970 

資金不足比率  A／B － －  

水道事業会計の資金不足比率は、資金不足額が△99 億 562 万円となり資金不足

額が発生していないため、算定されていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率 

（法適用） 
＝ 

流動負債－流動資産＋算入地方債－解消可能資金不足額※ 

事業規模 

資金不足比率 

（法非適用） 
＝ 

 歳出額 － 歳入額  

 事業規模  
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イ 簡易水道事業会計資金不足比率 

簡易水道事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 
                （単位：千円 比率：％ △印：負数又は減） 

区  分 令和６年度 令和５年度 比較増減 

資金 不足 額  A 

※（a-b+c-d）が負数の場合０ 
0 0 0 

流動負債   a 32,094 23,657 8,437 

  流動資産   b 30,469 22,135 8,334 

 算入地方債 c 4,000 7,200 △3,200 

 解消可能資金不足額 d 7,200 10,200 △3,000 

事 業 規 模  B 14,914 14,819 95 

資金不足比率  A／B － －  

簡易水道事業会計の資金不足比率は、資金不足額が０円となり資金不足額が発生 

していないため、算定されていなかった。 

 

ウ 病院事業会計資金不足比率 
    病院事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 

                （単位：千円 比率：％ △印：負数又は減） 
区  分 令和６年度 令和５年度 比較増減 

資金 不足 額  A（a-b） △2,063,621 △3,266,804 1,203,183 

流動負債   a 1,785,527 1,793,772 △8,245 

  流動資産   b 3,849,148 5,060,576 △1,211,428 

事 業 規 模  B 9,376,481 10,006,299 △629,818 

資金不足比率  A／B － －  

   病院事業会計の資金不足比率は、資金不足額が△20 億 6,362 万円となり資金不足 

額が発生していないため、算定されていなかった。 

 

エ 下水道事業会計資金不足比率 

下水道事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 
                 （単位：千円 比率：％ △印：負数又は減） 

区  分 令和６年度 令和５年度 比較増減 

資金 不足 額  A（a-b） △6,506,143 △8,511,674 2,005,531 

流動負債   a 5,256,773 5,040,410 216,363 

  流動資産   b 11,762,916 13,552,084 △1,789,168 

事 業 規 模  B 15,252,029 15,433,568 △181,539 

資金不足比率  A／B － －  

    下水道事業会計の資金不足比率は、資金不足額が△65億 614 万円となり資金 

不足額が発生していないため、算定されていなかった。 
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  オ 農業集落排水事業会計資金不足比率 

農業集落排水事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 
                 （単位：千円 比率：％ △印：負数又は減） 

区  分 令和６年度 令和５年度 比較増減 

資金 不足 額  A（a-b） △25,773 － － 

流動負債   a 89,865 － － 

  流動資産   b 115,638 － － 

事 業 規 模  B 42,748 － － 

資金不足比率  A／B － －  

   備考 農業集落排水事業会計は、令和６年度決算から地方公営企業法の財務規定等の

適用対象会計となったことから、令和５年度及び比較増減は「－」で表記した。 
農業集落排水事業会計の資金不足比率は、資金不足額が△2,577 万円となり資金

不足額が発生していないため、算定されていなかった。 

 

（２）法非適用企業 

   中央卸売市場事業会計資金不足比率 

中央卸売市場事業会計の資金不足比率の概要は、次のとおりである。 
                 （単位：千円 比率：％ △印：負数又は減） 

区  分 令和６年度 令和５年度 比較増減 

資金 不足 額  A（a-b） △31,513 △26,223 △5,290 

歳出額    a 658,113 624,190 33,923 

  歳入額    b 689,626 650,413 39,213 

事 業 規 模  B 351,229 335,285 15,944 

資金不足比率  A／B － －  

中央卸売市場事業会計の資金不足比率は、資金不足額が△3,151 万円となり資金

不足額が発生していないため、算定されていなかった。 
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